
普通交付税の算定について 
 
 
 次のような仕組みで普通交付税の額が算定されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 基準財政収入額が基準財政需要額を上回る場合には、普通交付税は交付されません。 

《用語の解説》 
地方交付税 ………  国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税の一定割合を、

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、一定の行政サービスを提供

できるよう財源を保障するため国が交付するもの。地方交付税は普通

交付税と特別交付税に分かれている。 

基準財政収入額 …  各団体の財政力を合理的に測定するために標準的な状態で見込まれ 
る税収入等を一定の方法によって算定した額。 

基準財政需要額 … 各団体の行政運営のための財政需要を一定の方法によって合理的  
に算定した額。 
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普通交付税額 
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基準財政需要額 
－ 基準財政収入額 【算定に含まれるものの例】 

 
・人件費 
 
・社会福祉関係費 
 
・公共事業費 
 

・単独事業費 
 
・市債（残高）の 
返済経費 
 

【算定に含まれるものの例】

 
・市税 
（個人市民税や 

固定資産税など） 
 

・地方譲与税等 
 

 


